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助産所 に つ いて  

1 助産所の定義（医療法第2菓）   

「助産所」とは、助産師が公衆又は特定多数人のためその業務（病院又は   

診療所において行うものを除く。）を行う場所をいう。   

助産所は、妊婦、産婦、又はじょく婦10人以上の入所施設を有してはな   

らない。  

2 開設許可（医療法第8条、第7莱舅1項、第4頂）   

助産師が助産所を開設したときは、開設後10日以内に、助産所の所在地   

の都道府県知事（その開設地が保健所を設置する市又は特別区の区域にある   

場合においては、当該保健所を設置する市の市長又は特別区の区長。以下同   

じ。）に届け出なければならない。   

助産師でないものが助産所を開設しようとするときは、開設地の都道府県   

知事の許可を受けなければならない。   

都道府県知事は、開設許可の申請があった場合において、その申請に係る   

施設の構造設備及びその有する人員が省令の定める要件に適合するときは、   

許可を与えなければならない。  

3 助産所の休止（医療法第8条の2）   
助産所の開設者は、正当の理由がないのに、助産所を1年を超えて休止し   

てはならない。ただし、助産師自らが届出をして開設した場合は、この限り   

ではない。   

助産所の開設者が助産所を休止したときは、10日以内に都道府県知事に   

届けなければならない。休止した助産所を再開したときも同様とする。  

4 使用許可（医療法第27莱）   

入所施設を有する助産所は、その構造設備について、その所在地を管轄す   

る都道府県知事の検査を受け、許可証の交付を受けた後でなければ、これを   

使用してはならない。  

5 清潔保持等及び構造設備（医療法第20条、第23栗）   

助産所は、清潔を保持するものとし、その構造設備は、衛生上、防火上及   

び保安上安全と認められるようなものでなければならない。  
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助産所の構造設備について、換気、採光、照明、防湿、保安、避難、及び  

漂潔その他衛生上遺憾のないように必要な基準を厚生労働省令で定める。   

前項の規定に基づく厚生労働省令の規定に違反したものについては、政令  

で20万円以下の罰金の刑を科する旨の規定を設けることができる。（施行令  

第5実により10万円以下の罰金）  

●‾‾‾‾‾‾‾‾－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一●－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一■■←－・－－←－・－←－■－－－●●－－■－－－■、－－－－－－－－－■■■■■－・－－－ヽ－－－－■   

≒＜構造設備の基準概要（医療法施行規則第17条）＞  
l  

，○入所室は、地階又は第3階以上の階には設けないこと。ただし、主要構造部を耐火構i  
造とする場合は、第3階以上に設けることも可能  

‘ ○入所室の床面積（内法によって測定）  －  

1 

1  

・1母子を入所させるためのものにあっては6．3「ポ以上  ・  】  

一 J  

・2母子以上を入所させるためのものにあっては1母子につき4．3パ以上  
．  l  

；○舅2隠以上の階に入所室を再するものは、入所する母子研重岡する屋内の直樹皆段を；   

設けること。  ■  

コ  

○第3階以上の階に入所室を有するものにあってJよ避難に支障がないように避難階段・  
l  

を2以上設けること。但し直通階段を建築基準5去施行令第123条第1項に規定す  

る避難階段としての構造とする場合は、その直通階段の数を避難階段の数に算入す  

ることができる。  

l O入所施設を脅する助産所にあっては、床面積9「パ以上の分べん室を設けること。  ・  
I 

1  

】 ○火気を使用する場所には、防火上必要な設備を設けること。  
．  

l  ／－、、、．、l．．一・・＿「＿．、－．1こ＿、．【【I 一．一＿ ＿ ＿．  l  

．0消火用の機械又は器具を備えること。  

l  

6 助産所の管理（医療法第11栗、第12栗、第15莱第2項）   

助産所の開設者は、助産師に、これを管理させなければならない。  

自ら管理者となることができるものである場合は、原則として、自ら管理   

しなければならない。   

助産所の管理者は、助産所に勤務する助産師その他の従業者を監醤し、そ   

の業務遂行に遺憾のないよう必要な注意をしなければならない。  

7 入所妊婦等の制限（医療法第14葉）   

助産所の管理者は、同時に10人以上の妊婦、産婦又はじょく婦を入所さ   

せてはならない。ただし、他に入院させ、又は入所させるべき適当な施設が   

ない場合において、臨時応急のため入所させるときは、この限りでない。  
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8 院内掲示義務（医療法第14実の2箋2項、施行規則舅9実の5、6）  

助産所の管理者は、厚生労働省令の定めるところにより、当該助産所に閲   

し次に掲げる事項を当該助産所内に見やすいように（当該助産所の入口、受   

付又は待合所の付近の見やすい場所に）掲示しなければならない。   

1 管理者の氏名  

2 業務に従事する助産師の氏名  

3 助産師の就業の日時  

4 前三号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項（当該助産所  

に置かれた嘱託医師の氏名）  

9 嘱託医師の設置（医療法第1－9莱、第74条第1号）  

助産所の開設者は、嘱託医師を定めて置かなければならない。  

本条違反は、第74条第1頂により、20万円以下の罰金に処せられる。  

＜開設後の届出事項（施行規則第3条）＞  

嘱託医師の住所及び氏名（D属託医師となる旨の承諾書を添付し、かつ、  

免許証を提示し、又はその写しを添付すること。）  

※嘱託医師の業務範囲は、異常産の処理に限定されるものではなく、妊   

産婦の診察、新生児の保健指導を行わせることはむしろ望ましいとさ   

れている。（昭和25・4・1医収第210号）  

※出張のみによってその業務に従事する助産師は、本法第8条（開設の   

届出）、第9莱（廃止の届出）及び第71莱（広告の制限）の規定を適   

用する場合にのみ、その住所を助産所と見なすのであるから、本条に   

より嘱託医師を定めておく必要はないとされている。  

10 施設の使用制限、報告徴収及び立入検査等  

（医療法第24菜第1項、舅25条）  

都道府県知事は、助産所が清潔を欠くとき、又はその構造設備が第23条   

第1項の規定に違反し、若しくは衛生上有害若しくは保安上危険と認めると   

きは、その開設者に苅し、期間を定めて、その全部若しくは一部の使用を制   

限若しくは禁止し、又は期間を定めて修繕若しくは改築を昂ずることができ   

る。   

都道府県知事は、必要がある仁認めるときは、助産所の開設者若しくは管   

理者に対し、必要な報告を命じ、又は当該職員に、助産所に立ち入り、その   

存する人員若しくは清潔保持の状況、構造設備岩しくは助産録、帳簿書類そ  
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の他の物件を検査させることができる。   

都道府県知事は、助産所の業務が法令若しくは法令に基づく処分に違反し  

ている疑いがあり、又はその運営が著しく適正を欠く疑いがあると認めると  

きは、当該病院、診療所又は助産所の開設者又は管理者に対し、助産録、帳  

簿書類その他の物件の提出を昂ずることができる。  

11 管理者の変更命令、開設許可の取消等（医療法第28莱、第29菓）  

都道府県知事は、助産所の管理者に犯罪若しくは医事に関する不正行為   

があり、又は管理をなすのに適しないと認めるときは、開設者に対し、期   

間を定めてその変更を命ずることができる。  

都道府県知事は、次のいずれかに該当する場合は、助産所の開設許可を   

取り消し、又は開設者に対し期間を定めてその閉鎖を命ずることができる。   

1 開設許可を受けた後、正当な理由がないのに、6月以上その業務を開  

始しないとき。   

2 助産所（第8実の届出をして開設したものを除く。）が休止した後正当  

の理由がないのに、一年以上業務を再開しないとき。   

3 開設者が第24実篤1項又は前菜の規定に基つく命令又は処分に違反し  

たとき。   

4 開設者に犯罪又は医事に関する不正の行為があったとき。  

都道府県矢口事は、舅7莱第2項の規定による許可（変更許可）を受けた   

後正当の理由がないのに、6月以上当該許可に係る業務を開始しないとき   

は、当該許可を取り消すことができる。  

12 業務に関する広告の制限  

（医療法第71条、万引子規則第9実の6、第42実の3）  

助産師の業務又は助産所に関しては、文書その他いかなる方法によるを   

問わず、何人も次に掲げる事項を除くほか、これを広告してはならない。   

1 助産師である旨   

2 助産師の名称、電話番号及び所在の場所を表示する事項   

3 常時業務に従事する助産師の氏名   

4 就業の日時   

5 入所施設の有無   

6 助産録に係る情報を提供することができる旨   

7 前各号に掲げる事項のほか、簑14栗の2の第2頂舅4号に掲げる事  

項（当該助産所に置かれた嘱託医師の氏名）   

8 その他厚生労働大臣の定める事項（※）  
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厚生労働大臣は、適正な助産を受けることが出来ることを確保するため、  

前項第6号から第8号までに掲げる事項の広告について、厚生労働省令の定  

めるところ（1提供する医療の内容が、他の助産所と比較して優良である  

旨を広告してはならないこと。2提供する医療の内容に関して誇大な広告  

を行ってはならないこと。）により、その広告の方法及び内容に関する基  

準を定めることができる。   

第1項各号に掲げる事項を広告する場合においても、その内容が虚偽に  

わたり、又はその方法若しくは内容が前項に規定する基準に違反してはな  

らない。  

●■■■一－■■■■■■－－◆■■－一一▲■－■■■■一●■■■■■■－■■－■■－■■■－■－■■●■■一ヽ－－■－－■－一一－－－－－－●一－一一－－－－－－－－・▲－一一－－－－－－一一■▲－－－■－－●－－－－一一■－－－－－－－一一■●－－－－－－－●－－－－－■■■一‾‾‾■－   

1  

幸（※）医療法第71果菜1項第8号の規定に基づ＜助産師の業務又は助産所に閲しノ⊂広告  

し得る事項（平成5年2月3日厚労告24）（抄）  

1生活保喜暫旨定助産師  

2 受胎調節実地指導員  

3 当該助産所で行われた分娩の牛数  

4 助産師の略歴及び年齢  

5 当該助産所の贋幸断切云達の矧こ供する電気通信設備を識別するための記号  

6 予約に基づく業務の実施  

7 休日又は夜間における業務の実施  

8 分べんの介助の実施  

9 自宅分べんの介助の実施  

10保健指導の実施  

11訪問指導の実施  

12健康診査の実施  

13費用の支払方法又は領収に関する事項  

14妊産婦数及びじょく場数  

15安全管理のため御本制を確保している旨  

16対応することができる言喜吾  

17当該助産所の施設内に設置された店舗等の名称及びその業務の羊重類  

18駐車設備に関する事項  

19理事長瑚各歴、年齢及び性別  

20外部監査を受けている旨  

21財団法人日本適合性認定協会の認定を受けた雷査登録機関に登録をしている旨  
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助産所における嘱託医師規定の制定趣旨  

（医療法第19条）  

助産所の開設者は、嘱託医師を定めて置かなければならない。  

○趣   

助産所は助産師の管理するもので、その収容人数は、原則として9人  

以下に限られている。助産所において異常産があった場合には、助産師  

のみで処理することを得ず、必ず医師を招かなければならない。   

しかし、医師は正当な理由がある場合のほか招きに応じなければなら  

ないから、特に嘱託医師の制度を設ける必要もないように考えられるが、  

このような制度を明文化することは、異常産の処理に万全を期すためで  

あり、かつて妊婦預かり所等と称して助産所の実態を備えていたものに  

ついても、異常産の場合に招く医師は当該場所については一定していた  

という実際にも合致している。   

そこで本葉においては、この点を法制化して、助産所の開設者は必ず  

一定の医師と契約の上これを嘱託医師として定めておくべきものとし、  

異常産の場合の処理に遺憾なきを期している。  

＜医療法・医師法（歯科医師法）解（抄）＞  
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出生の場所別に見た年次別出生数と出生数百分率  
（単位：上段 人、下段 ％）  

施  設   
総 数  

内  自宅・その   

総数   病院   診療所   助産所   他  

2，678，792  64，180  2，614，612   
昭和22年  

100．0  2．4  97．6   

2，337，507   106，826   68，638   25，770   12，418  2，230，681  
昭和25年  

100．0   4．6  2．9   1．1   0．5   95．4   

1，730，692   305，127   186，509   77，636   40，982  1，425，565  
昭和30年  

100．0   17．6   10．8   4．5   2．4   82．4   

1，606，041   804，557   386，973   280，292   137，292   801，484  
昭和35年  

100．0   50．1   24．1   17．5   8．5   49．9   

1，823，697  1，531，812   670，619   625，409   235，784   291，885  
昭和40年  

100．0   84．0   36．8   34．3   12．9   16．0   

1，934，239  1，858，738   838，078 814，695   205，965   75，501  
昭和45年  

100．0   96．1   43．3   42．1   10．6   3．9   

1，901，440  1，879，404   901，779   840，741   136，884   22，036  
昭和50年  

100．0   98．8   47．4   44．2   7．2   1．2   

1，569，643   815，611   694，107   59，925   7，246  
昭和55年   

99．5   51．7   44．0   3．8   0．5   

1，431，577  1，428，305   793，902   606，476   27，927   3，272  
昭和60年  

100．0   99．8   55．5   42．4   2．0   0．2   

1，221，585  1，220，138   681，873   525，744   12，521   1，447  
平成 2年  

100，○   99．9   55．8   43．0   1．0   0．1   

1，187，064  1，185，359   647，430   526，791   11，138   1，705  
平成 7年  

100．0   99．9   54．5   44．4   0．9   0．1   

1，206，555  1，204，536   652，419   540，426   11，691   2，019  
平成 8年  

100．0   99．8   54．1   44．8   1，○   0．2   

1，191，665  1，189，624   645，361   532，418   11，845   2，041  
平成 9年  

100．0   99．8   54．2   44．7   1．0   ．0．2   

1，203，147  1，201，007   6511323   537．752   11，932   2，140  
平成10年  

100．0   99．8   54．1   44．7   1．0   0．2   

1，177，669  1，175，415  634，300   529，743   11，372   2，254  
平成11年  

100．0   99．8   53．9   45．0   1．0   0．2   

1，190，547  1，188，400   639，067   537，980   11，353   2，147  
平成12年  

100．0   99．8   53．7   45．2   1．0   0．2   

1，170，662  1，168，396   620，849   536，055   11，492   2，266  
平成13年  

100．0   99．8   53．0   45．8   1．0   0．2   

1，153，855  1，151，601   603，914   536，280   11，407   2，254  
平成14年  

100．0   99．8   52．3   46．5   1．0   0．2   

1，123，610  1，121，308   586，000   524，118   11，190   2，302  
平成15年  

100．0   99．8   52．2   46．6   1．0   0．2   

※出典：人0動態統計（厚生労働省大臣官房統計情翫凰）より  
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助産師就業者数（年次別、就業場所別）  
（学位：人）  

助 産 所  
看護師等  

年 次  総 数  保健所  市町村  病 院  言多療所  社会福 祉施設  事業所   学校 芸成所・  

開設者  従事者  出張のみ   言十   研究機関   

昭和  

32年  48，208  30  

40年  35，946  36  

45年  75  

50年  135  

55年  208  

60年  262  

平成  

2年  305  

7年  388  

8年  502  

9年  

10年  559  

11年  886  

12年  906  

13年  743  666  

14年  780  960  

15年   686  15   

（這）1「病院」については、「病院報告」により計上した。  

2「言多療所」については、「医療施設調査」及U二推計により計上した。  

3「病院」、「言多療所」以外については、「厚生省報告例」、「衛生行政手短吉例」及び推計により計上した。   

＊厚生労働省医政局看護諜調べ  
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同産期医療体制の整備について  

1 概要  
救急医療を必要とする未熟児等に対応するため、都道府県において妊婦及び新生児に   

対応する周産期医療システムの整備等を行うことを目白勺に、平成8年度より周産期医療   

対策整備事業を実施している。  

2 同産期医療体制図  

総合周産期母子医療センター  

ドクターカー  

★整備方針：3次医療圏に1か所（NICU 9床以上・MFICU 6床以上）  

人口規模が大きい場合は複数設置できる。  
★機  能◇ 出生体重1，000クラム以下、在胎27週以下の児や新生児外科、切  

迫早産等の重症母・児に対する極めて高度の医療を提供する施設  

◇ドクターカーを保有し、要請のあった地域の分娩機関等へ派遣する。  

◇ 研究や教育の援助、地Ⅰ或周産期医療データの分析・評価を行う。  

◇ 地Ⅰ或の周産期医療のN】CU等の空きベッド状況等を把握し、  
即時的な情報等を提供するための情幸開ットワづ氾テムを整備する。  

［医師、看護師同乗］  

情
報
提
供
 
 

情
報
収
集
 
 
 

（母体・憲児収容）  

地工或周産期母子医療センター  地域周産期母子医療センター  地域の分娩機関  地1或周産期母子医療センター   

★整備方針：総合周産期母子医療センター1か所に対し、敷か所整備   

★機  能◇人工呼吸器を用いた呼吸管理や症攣に対する常時の治療、糖尿病  

等を脅するハイリスク妊婦の分娩を行うなど比較的高度の医療を提  
供する施設  

○ 病院  
○ 言多療所  

○ 助産所  

平成16年12月に策定した「子ども・子育て応援プラン」においては、平成19年  
度までに全都道府県に周産期医療ネットワークの整備を行うことを目標にあげている。  

3 現」大  

平成17年3月現在で29都道府県、42カ所の総合周産期母子医療センターが整備  

されている。  
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